
 

 

 

 

令和４年度区立小・中学校等定期監査の結果に関する報告 

 

第１ 監査の概要 

   目黒区監査委員監査基準に準拠して行った監査の内容は以下のとおりである。 

 

１ 監査の種類 

  区立小・中学校等定期監査 

 

２ 監査期間 

   令和４年１１月１日（火）から令和４年１２月１６日（金）まで 

 

 ３ 監査の対象 

   令和３年度の財務に関する事務の執行状況及び財産の管理状況 

 

 ４ 監査対象校及び日程 

   別添「令和４年度区立小・中学校等定期監査日程表」のとおり 

 

 ５ 監査の内容及び主な着眼点 

   区立小・中学校等定期監査は、令和３年度の財務に関する事務の執行状況及び財産

の管理状況について、地方自治法第１９９条第２項及び第４項の規定の趣旨に基づき、

適正かつ効果的に執行されているかを基本に、以下の項目を踏まえて実施した。 

 （１）予算の執行は適正かつ合理的に行われているか。 

 （２）契約の締結及び履行の確認は適正に行われているか。 

 （３）給与関係事務（給与、出張、休暇等）は適正に行われているか。 

 （４）財産の管理は適正に行われているか。 

 （５）児童・生徒の危機管理は適切に行われているか。 

 

 ６ 監査の方法 

   監査事務局職員による書類調査及び監査委員による説明聴取の方法により監査を

行うとともに、施設を視察し、管理状況について監査を実施した。 

 

第２ 監査の結果 

 １ 指摘事項 

   監査の結果、次のような是正及び改善を要する事項が見受けられたので指摘する。

なお、軽微な事項は口頭で注意した。 

 

別 紙 



 

 

 （１）給与事務における事務処理を誤っていたもの 

ア 旅費について 

（会計年度任用職員）旅行命令代理入力依頼書の庶務事務システムへの入力漏

れや入力の誤りにより、正しい支給がされていないものがあった。 

（五本木小学校、田道小学校） 

イ 時間外勤務手当について 

（会計年度任用職員）超過勤務命令代理入力依頼書の作成漏れ、作成内容の誤

り、入力の誤りにより、正しい支給がされていないものがあった。 

（駒場小学校、原町小学校、中根小学校、第七中学校） 

 

（２）契約事務における事務処理を誤っていたもの 

ア 原則２者以上から徴することになっている見積書を１者とする場合は、契約の

内容に応じて契約確認票の該当欄に必要事項を入力することとなっているが、

入力の誤りや未入力のものがあった。 

（原町小学校、中根小学校） 

イ 予定価格５万円以上の契約で、２者から徴した見積書のうち不採用となった１

者分が要件に適合していないものがあった。 

（東山小学校、第一中学校） 

ウ 契約依頼書に添付されている仕様書について、金額を記載していたものや委託

契約の履行の検査方法を記載していないものがあった。 

（第九中学校） 

 

（３）現金の出納管理における事務処理が適正でなかったもの 

    現金を保管する際は、出納の有無に関わらず毎月現金出納簿を作成する必要が

あるが、作成されていなかったものや、１年分の１枚のみしか作成されなかった

ものがあった。 

（東山小学校、ひがしやま幼稚園） 

 

 ２ 意見・要望事項 

   改善について検討を求める事項等があったので、次のとおり意見・要望を述べる。 

（１）契約事務について 

随意契約による契約は、目黒区契約事務規則（以下「規則」という。）第４０条の

規定により、原則として２者以上から見積書を徴することが要件となっている。と

ころが、指摘事項において述べたとおり、契約に向けて徴した２者の見積書のうち

１者分が要件に適合していないという事案があった。区立学校における契約の権限

は、目黒区予算事務規則第４条の規定に基づき、内容や金額に応じて区立学校長に

委任されており、当該事案は、これに該当するものである。当該事案については、

教育活動のスケジュールの関係から、契約に向けた準備期間が確保できずに進めて



 

 

きた中で生じたものとの説明が学校長からあった。しかし、当該事案において、法

令に基づき定めた同規則の規定に基づく契約行為として、有効な見積書を２者以上

徴することは、当然に行われるべきことである。 

契約等の事務処理を効率的かつ適正に進めていくためには、何がいつまでに必要

か、ということについても、例えば、印刷物であれば、内部印刷により暫定的で最

小限の対処を行った後に本格的なものを作成する、あるいは、印刷物の構成におい

て定型的な部分を設けて簡素化していくなど、多様な工夫や改善等も考えられるの

ではないか。また、契約の目的を達成し得る事業者についても、日ごろより広く情

報を集め、対応の実績の幅を広げていく計画的な取組が必要である。学校において

は、新型コロナウイルス感染症（以下「コロナ」という。）の状況等により、急な対

応が必要となることも多く、また、ＩＣＴを活用した教育の急速な推進などもある。

であるからこそ、日ごろからの事務の処理も、関係する職員が常に連携し、改善等

に心がけなければならないことを強調しておきたい。 

なお、同規則をはじめ、目黒区会計事務規則等に基づく執行については、区所管

部局において、契約等に係る最新の規定等や守るべき事項等について定期的に説明

会や研修の機会を設けており、資料も用意している。教育委員会事務局においては、

こうした資料や研修等を把握し活用できる機会を、実務を執行する学校の関係職員

及び管理職がそれぞれの役割に応じて持てるよう、これまで以上に取り組んでいた

だきたい。 

（教育政策課、東山小学校、第一中学校、各小・中学校） 

  

（２）服務・給与事務について 

服務・給与事務については、おおむね適正な事務処理がなされていたが、指摘事

項で述べたように、事務処理ミスが複数校で見受けられた。 

学校・園においては、効果的な業務の遂行のため、教育委員会が任用した会計年

度任用職員が配置されているが、職設置の目的に応じて多様な職務内容、勤務態様

等になっている。また、「目黒区立学校（園）における働き方改革実行プログラム」

（３１年３月、教育委員会策定。以下「働き方改革実行プログラム」という。）に基づ

き、学校を支える人員体制の確保の取組として、新たに設置された会計年度任用職員

もある。このように、多様な職員が力を出し合って学校を支えているが、各職員にお

ける服務や給与の事務処理上の相違点等にも留意が必要な側面もある。 

服務や給与に係る事務処理については、職員本人が理解を深めて適正に申請等がな

されることと、それらをとりまとめ承認する管理者等において確認等が適切に行われ

ることが大切である。そのため、教育委員会事務局関係所管課においてもマニュアル

等の発出をしているところである。各学校・園においては、こうしたマニュアルの活

用に努めて欲しい。また、事務処理ミスが生じやすい諸点について、申請等を行う側

と承認等を行う側の理解がそれぞれ深まるように、ポイントを絞った理解促進の方法

に関して工夫を積み重ねるよう、教育委員会事務局においても努められたい。  



 

 

（教育政策課、教育指導課、各小・中学校、幼稚園、各こども園） 

 

（３）危機管理及び安全管理について 

学校・園では、大地震発生を想定してまとめられた「学校・園防災マニュアル

【改定版】」（２４年３月、教育委員会改定版作成。４年１月までに数度の一部修正

あり。）に沿いつつ、地域の町会や住区住民会議、区などの防災関係機関等と連

携・協力して、避難所運営訓練なども進めてきた。コロナが生じる以前において

は、これらの関係者により対面で実施等されていたが、２年度以降、直接的な参加

は難しい例が多く、３年度においても、代表者のみの参加、あるいは、関係会議へ

のリモート参加のみという例もあったことがうかがえた。 

４年度に入り、実施の状況は改善しているとのことだが、コロナに対応してきた

この期間では、地域の関係団体においても人の関わり等に状況変化が感じられると

ころもあり、そうした課題を踏まえつつ取組の再構築が求められる点もあるとのこ

とである。学校・園は、発災時点での子どもの安全確保の場であり、被災後の対策

拠点の要になるところでもあることから、地域の関係団体との連携を再び深め、対

策を進めることができるよう、状況をよく把握しながら取組に努めて行って欲し

い。 

また、市街地再開発等の街づくりにより、通学路上に変化が生じることが想定さ

れる場合がある。子どもの通学時の安全確保についても、街づくりに関わる地域と

の情報交換や協力関係を密にしながら、区等の関係機関へ適切に働きかけ、対処に

つなげることができるよう努められたい。 

なお、子どもの安全確保や地域の災害対応の拠点となることをはじめ、計画的な

施設の環境整備の観点から、各学校・園では、自ら点検を行い、教育委員会事務局

関係所管課と連携して対処してきている。関係所管課においては、優先順位を付け

て財源配分を行い対処しているものであるが、特に、大規模な修繕等が必要な場合

には、その安全性等を含めた専門的な観点等からの学校・園への丁寧な聞き取りや

説明に努めていただきたい。 

（教育政策課、学校施設計画課、各小・中学校、幼稚園、各こども園） 

 

（４）人材の確保について 

近年、区立小・中学校等定期監査の結果に関する報告において、意見・要望事項

の中で、教職員の欠員に伴う補充対応の難しさの現状や対処等について述べてきて

いる。今回においても、欠員に伴う対応として、副校長等の教員が役割分担しなが

ら学級担任や教科の授業を行っている事例があった。 

こうした中、「教育公務員特例法及び教育職員免許法の一部を改正する法律」（４

年法律第４０号。以下「改正法」という。）が成立して４年５月に公布され、ま

た、改正法の施行に伴い必要な改正を行う関係法令として、「教育職員免許法施行

令の一部を改正する政令（４年政令第２１９号）」が４年６月に、さらに、省令及



 

 

び告示が同月に公布された。これら改正された法令は、教員免許状の更新制を発展

的に解消する等の措置を含むものとなっている。これに伴い、例えば、休眠状態に

ある教員免許状の扱いに係る制度について、各都道府県教育委員会で定めることと

されている。 

区の教育委員会事務局においては、現在、働き方改革実行プログラムの中で掲げ

ているとおり、教員や副校長の実務を補助する職を含めた会計年度任用職員の配置に

ついて、学校を支える人員体制の確保の一環として取組を進めているところである。

今後も、教員免許状の対応を含めて、教員の確保に係る東京都教育庁での取組を適時

に把握し、また、文部科学省の動向についても注視しながら、可能な方策をさらに

工夫して行くよう努められたい。 

（教育指導課、各小・中学校、幼稚園、各こども園） 

 

（５）子どもの状況変化等に係る対応について 

３年度は、「新型コロナウイルス感染症まん延防止等重点措置」が４月から７月

まで及び４年１月から３月までの間で、また、「新型コロナウイルス感染症緊急事

態宣言」が４月から９月までの間で、断続的になされた。教育委員会においては、

３年度当初に、文部科学省及び東京都教育委員会によるマニュアルやガイドライン

を参考に、「目黒区立学校・園 新型コロナウイルス感染症対策マニュアル」を作

成した。幼児・児童・生徒の学びの保障と感染症対策の両立を図った教育活動の充

実に向け、常に状況の変化を的確に捉えながら必要に応じて改訂することとされて

おり、当該年度では、３回改訂されている。このマニュアルをもとに、学校・園で

は、その実情に応じて感染症対策に取り組むとともに、学校行事については、参加

者の分散化などの工夫により実施したことがうかがえた。 

コロナへの対策として、マスクの着用、控えめな会話や人との距離の確保が日常

的になっている中で、これに伴う子どもの変化も感じられたとのことである。例え

ば、年齢段階に応じて、マスクを外すことへの戸惑いや、意思疎通において言葉を

尽くしていくことが不十分になってしまう言動等も見られた。また、教職員間での

コミュニケーションにおいても、校内全体での共通的な取組に伴った意思疎通を深

める機会が少なくなることも感じられた。４年度に入り、コロナをめぐる状況等の

変化によって、感染症対策を講じながら、校内で一体となった行事が出来たこと

で、一体感を共有することの大切さも感じられたとのことである。 

コロナを契機とした子どもの変化については、各学校・園で受け止められ、確か

な学力を身に付け、心豊かに、健やかに成長することにつなげる取組が、今後、教

育委員会事務局と連携し、情報等の共有化がされる中で、保護者との良好な関係性

の醸成なども踏まえ、さらに充実して展開されることが期待される。なお、文部科

学省では、２年度及び３年度に「新型コロナウイルス感染症と学校等における学び

の保障のための取組等による児童生徒の学習面、心理面等への影響に関する調査研

究」を実施しており、中央教育審議会初等中等教育分科会において、携わった研究



 

 

者による結果の発表がされている段階である。今後、どのように文部科学省の具体

策等が示されるのか、注視して行く必要がある。 

不登校やいじめについては、４年１１月に区議会所管委員会で定例的に報告され

た状況として、人数的な増加がうかがわれるところとなっている。そうした中にあ

って、各学校・園では、担任教員はもとより、多様な相談につなげられるように、

相談機関等との連携に努めているとのことである。また、一人ひとりの教育的ニー

ズに応じた多様な学びを充実していけるよう、特別支援教育を必要とする子どもの

把握も大切となる。 

コロナ禍の中で生じた子どもの変化はもとより、生活状況に変化が生じる端緒と

なりうるヤングケアラーの把握も含めて子どもの状況を敏感に感じ取り、新たな課

題の部分にも適切に対応されるよう、４年３月策定の「めぐろ学校教育プラン」で

の関連する取組事項の推進を期待したい。 

（教育政策課、教育指導課、教育支援課、各小・中学校、幼稚園、各こども園） 

 

（６）毒物劇物等保管場所に係る整備の評価について 

毒物劇物の管理に関しては、その不備の状況について、指摘事項や意見・要望事

項で述べることが、これまでしばしばあった。教育委員会事務局関係所管課におい

ては、校内での重大事故を未然に防ぐ観点から、学校内に保管している薬品類の適

切な管理について、近年では、２８年度に学校長宛て通知し、２９年度には、合同

校（園）長会、合同副校（園）長会で注意喚起を行い、また、元年度には「理科準

備室チェックシート（毒物・劇物等の管理編）」（３０年度理科教育推進委員会作

成）を学校長宛て配付するなど、取組を積み重ねてきている。 

今年度、監査対象の学校においては、教育委員会事務局各関係所管課からの助言

等を受けつつ、毒物劇物を保管する理科準備室の整理を含めた積極的な環境整備に

努力したことがうかがえた。監査委員による確認の当日までに、一部にあった不備

等も解消されており、理科準備室の担当教職員が日程の許す範囲で立ち合う例も多

く、薬品の残量と管理簿との突合をサンプル調査した範囲では、相違は見られなか

った。 

少なくとも、毒物劇物の保管庫とその周辺は整理されており、また、スペース等

の制約もある中で、理科準備室全体の整理がされている学校も多かった。整然とし

た環境の中で、薬品等が安全で適切に管理されることがいかに重要であるかが改め

て確認できたところである。今後も、年度を超えて、全ての学校においてこれらの

取組が引き継がれていくことを強く望みたい。 

（教育政策課、教育指導課、各小・中学校） 

 

３ まとめ 

今回の区立小・中学校等定期監査では、各学校が経費の効率的・効果的な執行に努

めており、おおむね適正に予算が執行され、学校施設が管理されていることが認めら



 

 

れた。しかしながら、一部の学校においては、指摘事項とせざるを得ない不適切な事

務処理や改善について検討が必要な事項が見受けられた。一層の計画的な実務の遂行

が求められるところである。 

今回の監査で指摘等を行った学校はもとより、監査対象以外の各学校等や教育委員

会事務局とも指摘事項等の情報を共有していただきたい。また、予算の執行を含め事

務改善に取り組む近年の区の状況についても適切に把握しつつ、教育委員会事務局と

学校等とが連携して事務改善等を図り、学校等における事務処理と施設管理の一層の

適正化に努められたい。 

また、監査の実施に当たり、各学校等における事前の書類点検等により事務処理ミ

スが見つかる事例が散見されることから、事務処理に係る手順等の確認を怠ることな

く、日常的に書類等の点検を徹底し、担当者任せにしない組織的な対応についても強

化を行い、正確で適切な事務処理に取り組まれたい。 

なお、軽微な事項については、口頭により各学校長、副校長、園長及び事務担当者

に注意したので、速やかに対応を図られたい。 

以  上 


